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石
川
県
事
業
承
継
・
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー

　「
産
業
競
争
力
強
化
法
」に
基
づ
き
、公

益
財
団
法
人
石
川
県
産
業
創
出
支
援
機

構
が
、経
済
産
業
省
中
部
経
済
産
業
局
か

ら
委
託
を
受
け
て
実
施
し
て
い
る
国
の
事

業
。事
業
承
継
に
悩
む
経
営
者
ら
か
ら
、無

料・秘
密
厳
守・公
平
中
立
で
相
談
を
受
け

る
公
的
支
援
機
関
。多
田
久
俊
セ
ン
タ
ー

長
以
下
ス
タ
ッ
フ
14
人
。

　経営者の高齢化の進展により、石川県内でも中小企業・小規模事業
者の事業承継が深刻な問題となっており、放置すれば廃業が急増して
雇用が失われ、地域経済やサプライチェーンの崩壊も招きかねない。
公益財団法人石川県産業創出支援機構（ISICO）は今年4月、事業承
継に関する悩みを抱える経営者らを支援する公的相談窓口として「石
川県事業承継・引継ぎ支援センター」を発足させた。「事業引継ぎ支
援センター」と「事業承継ネットワーク」を統合し、あらゆる事業承継
にワンストップで対応する。発足後半年、新規相談件数だけを見ても
前年同期比で1・5倍に増加しており、石川県内での事業承継支援が
本格化している。

石川県事業承継・引継ぎ支援センター
石川県金沢市鞍月 2 丁目 20 番地　　
石川県地場産業振興センター新館 2 階

TEL 076-256-1031

支援メニュー、セミナー等に関する最新情報はこちら
https://ishikawa-jigyou-hikitsugi.net/

今
年
度
、
新
た
な
体
制
で

　「
石
川
県
事
業
承
継
・
引
継
ぎ
支
援

セ
ン
タ
ー
」
は
、
国
の
事
業
と
し
て
石

川
県
で
も
２
０
１
５（
平
成
27
）年
に
Ｉ

Ｓ
Ｉ
Ｃ
Ｏ
内
に
設
置
さ
れ
た
「
石
川
県

事
業
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー
」
と
、
２

０
１
７（
同
29
）年
か
ら
Ｉ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
Ｏ
が

地
域
事
務
局
を
務
め
る
「
事
業
承
継
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
」
を
統
合
し
た
組
織
で
あ

る
。

　
多
田
久
俊
セ
ン
タ
ー
長
以
下
、
税
理

士
や
中
小
企
業
診
断
士
、
金
融
機
関
の

Ｏ
Ｂ
ら
豊
富
な
事
業
承
継
支
援
の
実
績

を
持
つ
ス
タ
ッ
フ
14
人
が
、
秘
密
厳
守

で
無
料
相
談
に
応
じ
て
い
る
。

経験豊富なスタッフが対応

事業引継ぎ支援センター事業承継ネットワーク
認定支援機関（産競法）

◎Ｍ＆Ａ・マッチング支援
◎金融機関・仲介事業者への取り次ぎ
◎後継者人材バンク

など

◎気づきの機会の提供（事業承継診断）
◎専門家派遣による経営改善
◎セミナーの実施
◎経営者保証解除に向けた専門家支援

など

事業承継・引き継ぎ支援のワンストップ体制
によって円滑な事業承継・引き継ぎを推進

令和3年4月～  石川県事業承継・引継ぎ支援センター

※主に親族内承継を支援 ※第三者承継を支援

統合

Ｉ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
Ｏ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
事
業
部
の
井
口
部
長
代
理（
中
央
）、多
田
セ
ン
タ
ー
長（
そ
の
左
）ら
新
た
に
始
動
し

た
石
川
県
事
業
承
継
・
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー
の
ス
タ
ッ
フ

※
通
常
の
業
務
で
は
マ
ス
ク
を
着
用
し
て
い
る

石川県事業承継・引継ぎ支援センターなどISICOの関連事務所が入る県地場産業振興センター新館
� ＝金沢市鞍月2丁目
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石川県事業承継・
引継ぎ支援センター
公益財団法人 石川県産業創出支援機構内



悩
み
を
抱
え
る
企
業
は
多
い

　
２
０
１
５（
平
成
27
）年
10
月
に
設
置

さ
れ
た
石
川
県
事
業
引
継
ぎ
支
援
セ
ン

１
０
１
企
業
と
前
年
同
期
の
約
１
・
５

倍
の
相
談
企
業
と
な
っ
て
い
る
。
開
設

以
来
の
相
談
企
業
の
累
計
は
、
８
４
７

社
に
上
る
。

相
談
か
ら
成
約
ま
で
支
援

　
セ
ン
タ
ー
が
サ
ポ
ー
ト
し
引
き
継
ぎ

石川での事業承継支援が活発に「人材バンク」含め譲り受け相談増加

タ
ー
へ
の
新
規
相
談
は
、
年
々
増
加
し

て
き
て
い
る
。
２
０
２
０（
令
和
２
）年

度
は
１
８
０
企
業
と
過
去
最
高
で
、
２

０
２
１（
同
３
）年
度
の
４
〜
８
月
で
は

（
成
約
）と
な
っ
た
件
数
も
年
々
増
加
し

て
お
り
、
セ
ン
タ
ー
開
設
以
来
の
累
計

で
１
０
４
件
と
な
っ
て
い
る
。
成
約
の

う
ち
５
件
は
、「
後
継
者
人
材
バ
ン
ク
」

に
よ
る
引
き
継
ぎ
で
、
創
業
予
定
者
が

後
継
者
不
在
企
業
を
引
き
継
い
だ
も
の

で
あ
る
。

セ
ン
タ
ー
の
相
談
・
引
き
継
ぎ（
成
約
）の
状
況

　
そ
れ
で
は
、
石
川
県
内
の
事
業
承
継

の
実
態
を
理
解
す
る
た
め
に
、
県
事
業

引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー
だ
っ
た
昨
年
度

（
令
和
２
年
度
）の
新
規
相
談
を
点
検
し

て
み
よ
う
。

目
立
つ
譲
り
受
け
の
相
談

　
昨
年
度
は
１
８
０
社
か
ら
新
規
相
談

が
あ
り
、
譲
渡
相
談
が
80
社（
44
・
４

％
）、
譲
り
受
け
相
談
が
99
社（
55
％
）

＝
う
ち
39
社
は
後
継
者
人
材
バ
ン
ク
＝
、

そ
の
他
が
１
社（
０
・

５
％
）
で
あ
っ
た
。

近
年
増
え
て
い
る
の

が
２
０
１
７（
平
成

29
）年
に
運
用
を
始

め
た
「
後
継
者
人
材

バ
ン
ク
」
を
活
用
し

た
マ
ッ
チ
ン
グ
で
あ

る
。
後
継
者
が
い
な

い
飲
食
店
や
シ
ョ
ッ

プ
な
ど
小
規
模
事
業

者
と
創
業
を
目
指
す

個
人
を
橋
渡
し
す
る

た
め
の
事
業
で
、
こ

れ
ま
で
に
71
人
が
登

録
し
、
５
件
の
引
き

継
ぎ
が
実
現
し
て
い
る
。
創
業
希
望
者

に
と
っ
て
、
一
か
ら
準
備
し
て
起
業
す

る
場
合
に
比
べ
店
舗
や
設
備
、
人
材
、

得
意
先
と
い
っ
た
有
形
・
無
形
の
経
営

資
源
を
引
き
継
い
で
経
営
を
ス
タ
ー
ト

で
き
る
た
め
、
創
業
時
の
コ
ス
ト
や
リ

ス
ク
を
低
減
で
き
る
利
点
が
あ
る
。

ほ
と
ん
ど
が
小
規
模
企
業

　
新
規
に
譲
渡
相
談
を
受
け
た
80
社
の

業
種
割
合
は
、
製
造
業
29
％
、
サ
ー
ビ

ス
業
21
％
、
建
設
業
と
卸
・
小
売
業
が

16
％
、
以
下
飲
食
店
・
宿
泊
業
、
金

融
・
保
険
・
不
動
産
業
、
そ
の
他
の
順

で
あ
っ
た
。
従
業
員
の
規
模
別
で
は
５

人
以
下
が
61
％
、
６
～
10
人
14
％
、
11

～
20
人
12
％
、
21
～
49
人
10
％
、
50
人

以
上
３
％
で
、
事
業
の
承
継
の
悩
み
は

圧
倒
的
に
小
規
模
企
業
に
多
い
こ
と
が

分
か
る
。

　
多
田
セ
ン
タ
ー
長
は
「
年
々
相
談
件

数
が
増
え
る
傾
向
に
あ
り
、
県
内
で
も

事
業
承
継
の
悩
み
を
抱
え
る
企
業
が
多

い
と
実
感
し
て
い
ま
す
」
と
話
す
。

２
０
２
０（
令
和
２
）年
度
の
相
談
状
況

新規相談の区分別状況
（令和2年度：総数180社）

従業員数（パート含む）

譲渡相談譲渡相談
80社80社

99社99社

譲り受け
相談
譲り受け
相談

その他相談その他相談
1社1社

業種

譲渡相談企業の概要
(令和2年度：譲渡相談80社)

製造業製造業
29%29%

サービス業サービス業
21%21%建設業建設業

16%16%

卸売・小売業卸売・小売業
16%16%

飲食店・
宿泊業
飲食店・
宿泊業
9%9%

金融・保険・
不動産業
金融・保険・
不動産業
5%5%

その他その他
4%4%

5人以下5人以下
61%61%

6～10人6～10人
14%14%

11～20人11～20人
12%12%

21～49人21～49人
10%10%

50人以上50人以上
3%3%

相談は事前予約制で、個室で対応する。もちろん、相談内容も秘密厳守である

新規相談企業数の推移

 

新規相談社数 累計 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

    

48
83

119
152 164 180

101
48

131

250

402

566

746

847

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 
(4～8月） 

事業引き継ぎ件数

 

引き継ぎ件数 累計 
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事業承継に悩みを抱える経営者らに「気軽に相談を」と呼びかけるチラシ類

15 14

相談企業は年々増加 引き継ぎ（成約）件数は累計104件



事業承継に悩む中小企業をサポート

を
伏
せ
た
状
態
で
、
相
談
を
受
け
た
各

セ
ン
タ
ー
は
こ
こ
か
ら
マ
ッ
チ
ン
グ
の

相
手
企
業
を
検
索
し
紹
介
す
る
こ
と
に

な
る
。

　
こ
の
た
め
、
県
内
企
業
同
士
の
マ
ッ

チ
ン
グ
に
と
ど
ま
ら
ず
、
全
国
か
ら

M
&
A
の
候
補
を
探
す
の
に
役
立
っ
て

い
る
。

　
石
川
県
事
業
承
継
・
引
継
ぎ
支
援
セ

ン
タ
ー
が
行
う
Ｍ
＆
Ａ
マ
ッ
チ
ン
グ
支

援
に
は
、
独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基

盤
整
備
機
構
が
運
用
す
る
マ
ッ
チ
ン
グ

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
威
力
を
発
揮
す
る
。

登
録
は
約
１
万
件

　
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
は
２
つ
の
系
統
か
ら

な
っ
て
い
る
。
１
つ
は
、

全
国
47
都
道
府
県
の
セ

ン
タ
ー
が
相
談
を
受
け

た
譲
渡
側
企
業
と
譲
り

受
け
側
企
業
の
情
報
を

登
録
し
た
事
業
引
継
ぎ

支
援
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
で
、

現
在
約
１
万
件
登
録
さ

れ
て
い
る
。

　
も
う
1
つ
は
、
民
間

支
援
機
関
や
日
本
政
策

金
融
公
庫
と
も
連
携
し

て
い
る
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

で
、
こ
こ
に
は
約
６
千

件
の
情
報
が
登
録
さ
れ

て
い
る
。
ど
ち
ら
の
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
も
、
登
録

デ
ー
タ
は
企
業
が
特
定

さ
れ
な
い
よ
う
企
業
名

全国規模のデータベースを駆使

Ｍ
＆
Ａ
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

ッ
ク
に
な
っ
て
い
る
よ
う
で
あ
れ
ば
、

経
営
者
保
証
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
企

業
債
務
の
個
人
保
証
を
解
除
で
き
る
よ

う
支
援
も
行
う
。

ス
ム
ー
ズ
な
承
継
の
た
め

　
一
方
、
相
談
を
受
け
た
企
業
が
事
業

承
継
を
し
た
く
て
も
後
継
者
が
い
な
い

場
合
は
、
要
望
に
応
じ
て
M
&
A
の
候

補
企
業
を
探
し
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
う
。

よ
り
ス
ム
ー
ズ
に
事
業
を
引
き
継
ぐ
た

め
に
、
事
業
・
資
産
・
財
務
状
況
の

「
見
え
る
化
」
を
手
伝
っ
た
り
、
企
業

価
値
を
高
め
る
た
め
の
会
社
の
「
磨
き

上
げ
」
に
つ
い
て
も
サ
ポ
ー
ト
す
る
。

　
後
継
者
不
在
で
県
内
企
業
が
廃
業
す

れ
ば
雇
用
が
失
わ
れ
、
そ
の
企
業
が
培

っ
て
き
た
技
術
や
商
品
、
サ
ー
ビ
ス
が

失
わ
れ
て
し
ま
う
。
地
域
経
済
に
と
っ

て
大
き
な
損
失
で
あ
り
、
活
力
を
そ
ぐ

こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い
の
で
あ
る
。

　
同
セ
ン
タ
ー
は
、
商
工
会
や
商
工
会

議
所
、
金
融
機
関
な
ど
88
機
関
で
構
成

す
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
成
機
関
と
連
携

し
、
県
内
企
業
に
お
け
る
事
業
承
継
の

ニ
ー
ズ
を
掘
り
起
こ
す
。

診
断
や
セ
ミ
ナ
ー
も
実
施

　
各
企
業
の
要
望
を
知
る
と
同
時
に
、

経
営
者
や
後
継
者
に
事
業
承
継
に
向
け

た
早
期
の
準
備
に
つ
い
て
気
づ
き
を
促

す
た
め
、
事
業
承
継
診
断
や
セ
ミ
ナ
ー

を
実
施
し
て
い
る
。

課
題
の
整
理
、
計
画
書
策
定

　
親
族
や
役
員
、
従
業
員
に
引
き
継
ぎ

た
い
、
あ
る
い
は
誰
に
継
が
せ
る
か
ま

だ
決
ま
っ
て
い
な
い
場
合
は
、
課
題
の

整
理
や
解
決
に
向
け
て
助
言
す
る
ほ
か
、

事
業
承
継
計
画
書
の
策
定
、
後
継
者
の

育
成
な
ど
に
協
力
す
る
。
ま
た
、
経
営

者
に
よ
る
個
人
保
証
が
事
業
承
継
の
ネ

相
談
フ
ロ
ー

中小企業・小規模事業者
(後継者未定、事業譲渡・経営資源譲渡希望者など)

商工会議所･商工会、金融機関、日本公庫等

【有料】
登録民間支援機関がマッチング、コーディネート
（金融機関、民間Ｍ＆Ａ業者、士業法人）

⑥センターがマッチング
・「引継ぎ支援データベース」、
　「ノンネームデータベース」へ登録
　相手企業探索
・登録民間支援機関、日本公庫等と
　連携してマッチング候補の選定

【センターの具体的支援】
・相手候補の紹介
・秘密保持契約書締結サポート、
・トップ面談同席　等

【専門家と連携して支援】
・ＩＳＩＣＯ、よろず支援拠点に
　よる磨き上げサポートなど

③相談
（問題点や課題抽出）

後継者候補なし

M＆Aに移行

後継者候補あり
（親族、従業員）

【三次対応】

⑤紹介・橋渡し
（二次対応希望者）

（M＆A可能性あり）

【一次対応】

【二次対応】

連
携

②相談申込(電話、
　ＦＡＸ、メール、
　オンライン等)

・センターによる相手企業探索希望
・既にマッチング相手あり
・2次対応が不調終了

石川県事業承継・引継ぎ支援センター

①各種相談・セン
　ターへの紹介 ※「事業譲受希望者」、「事業を譲り受けての創業希望者」

　からの相談もサポート
※「事業譲渡予定者」と「事業譲受予定者」が
　決まっている方の相談もサポート

④センターがアドバイス
・課題整理、解決に向けたアドバイス
・事業承継計画書策定サポート

【無料】

事業承継に悩みを抱える経営者らをサポートする石川県事業承継・引継ぎ支援センターのスタッフ

中小機構が運用する
マッチングデータベース

①事業引継ぎ支援
　データベース

(約1万件登録)

後継者不在・事業を譲り渡したい人 事業を 譲り受けたい・引き継ぎ創業したい人

石川県事業承継・引継ぎ支援センター
（売り情報）（買い情報）

○○県事業承継・引継ぎ支援センター

（売り情報）（買い情報）

マッチング相手先の探索

相談 相談

②ノンネーム
　データベース
(約6千件登録)

＜閲覧者＞
・全国の事業承継・引継ぎ支援
　センター(48センター)

＜閲覧者＞
・登録民間支援機関等
　（金融機関、Ｍ&Ａ専門業者、士業法人等）
・日本政策金融公庫
　‥‥売り企業、買い企業の情報を有している

「ノンネームシート（※）」の
作成、登録

相談者の了解

（※）「ノンネームシート」とは、企業名を伏せて
　　　最低限の情報（地域、業種、売上等）を記載した
　　　企業概要書
　　　（相談企業を特定されない）

（注）事業承継・引継ぎ支援センターは、
　　　全国47都道府県に設置されている

相談者による記載内容、
閲覧範囲の決定

ノンネームシート
（売り企業）（買い企業）

ノンネームシート
（売り企業）（買い企業）

反対ニーズの紹介反対ニーズの紹介

登録

登録登録

課題整理や助言を行う
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